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「三田学会雑誌」90卷 3 号 （1997年10月）

、1 j  m u 'mMM：

スウ ェ デンの税転換検討委員会報告書要旨

飯 野 靖 四

I 二酸化炭素税導入から税転換検討 

委員会設置までの経緯

スウュ一デン政府は1991年の抜本的な税制 

改正の際に，世界に先駆けて二酸化炭素（以 

下C02と略記する）税，硫黄税，窒素酸化物 

(N O x )課徴金の3 つの環境税•課徴金の導入 

を決定し，前者 2 つの税を直ちに実施した 

(その経緯については拙稿[ 1 ] を参照）。スウ 

エーデンの環境庁にあたる自然保護庁は， 

(：0 2税実施後5 年目にあたる1995年末にC 0 2 

税によるC 0 2排出量の削減効果についての 

報告書をまとめた[ 2 ]。

その報告書 [ 2 ] によると（：0 2税による 

C 0 2排出量の削減効果は以下の通りである。

スウヱ一デンでは，C 0 2の排出量は（C02 

税が導入されるより少し以前の）1987年から 

1994年までの間に8 ,0 0 0 K tまたは19% だけ減 

少した。各分野別の排出量の減少は以下の通 

りである。

分 野
減少量 

(Kt)
1987年排 
出量(Kt)

1994年排 
出量(Kt)

地域暖房 2,600 9,400 6,800

産 業 2,000 20,000 18,000

一般住宅 600 4,900 4,300

マンシヨン等 1,500 3,300 1,800

会社ビル 
•施設等

1,300 4,000 2,700

合 計 8,000 41，600 33,600

以上のC 0 2排出量の削減の約60%は，C 0 2 

税の導入によってもたらされた。残りの40% 

は，エネルギー利用の効率化と地域暖房の集 

約化によってもたらされた。これらは不動産 

の所有者達が費用の節約と環境を重視した結 

果実現した。一般に地域暖房の供給者は，暖 

房システムの運営と管理についての責任の大 

部分を負っている。天候もまたC 0 2排出量 

の減少に貢献している。というのは1987年は 

石油による暖房がピークをむかえるような寒 

い年であったのに対して，1994年は暖かい年 

であったからである。

地域暖房は（：0 2税の導入にもっとも敏感
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に反応し，その燃料構造が大幅に変化した。

またそれと同時に動力と暖房プラントにおけ 

る電力生産も大幅に増加し，2 .5T W hから 

4 T W h に増加した。しかしその増産部分の 

一部は非課税の化石燃料を利用して行なわれ 

た。総エネルギー使用量は36TW hで変わら 

なかったが，C 0 2排出量は28%減少した。

産業分野については，1993年にエネルギー 

税とC 0 2税が改正（産業が利用する部分につ 

いては大幅な減税，消費者が利用する部分につ 

いては大幅な増税が行なわれた）されて以降， 

C 0 2税の影響は余り大きくない。 エネルギ 

一利用量自体は141TW hで変化はなかった 

が，生産額は11%増加した。したがってエネ 

ルギ一利用の効率性は11%改善され，C 0 2 

排出量は10%減少した。

住宅分野についても，C 0 2税の導入の影響 

は余り大きくない。C 0 2税の導入による税収 

の規模は，ノーマルな石油価格変動のレベル 

であり，家賃コストの0.5%程度である。エ 

ネルギ一の純必要量は全体で5 %増えて90 

T W hから95TW hに増加した。一般住宅と 

マンション等のエネルギー効率はそれぞれ 

1 % と6 %改善され，会社ビル.施設等のそ 

れもほんの少し改善された。C 0 2排出量につ 

いては，一般住宅，マンション等，会社ビ 

ル . 施設等それぞれについて12%，45%, 

32%減少し，住宅全体としても28%減少した。

エネルギー関連の税収は，実質額でみると 

減少した。すなわち1987年の一般エネルギー 

税の税収は130億 Krであったのに対して， 

1994年の一般エネルギー税および(：0 2税の 

税収は150億 Krであった。この額を1987年

の貨幣価値で換算すると90億 K r位になる。

以上の報告書が公表される少し前の1994年 

3 月10日に，国会は後の世代に現在と同じ程 

度の環境や天然資源を含む国民財産を残すた 

めに，税制をもっと環境に優しいものにでき 

ないかを検討する調査委員会の設置を決めた。 

その調査委員会は税転換検討委員会と名付け 

られ1995年 3 月10日から活動を開始し， 1997 

年 1 月に報告書 [ 3 ] を作成した。

そこで以下では，その税転換検討委員会の 

報告書 [ 3 ] にしたがって，委員会の課題と 

研究方法，検討結果，委員会からの提案をで 

きるだけ報告書に忠実に紹介する（したがっ 

て以下の意見には，飯野の見解は一切含まれて

いない）。

I I 委員会の課題と方法

緑の課税検討委員会（税転換検討委員会）

の課題は以下の3 つである。

1 委員会の第一の課題は，現行のエネル 

ギー税および環境税の広い意味での効果 

について分析することである。効果につ 

いては，①環境，②スウヱ一デン産業の 

競争力，③雇用，④資源配分の効率性，

⑤税収，に対する影響の研究が中心とな 

る。

換言すると，委員会の主要課題は，ス 

ウエーデンで現在環境政策として採用さ 

れている経済的手段の評価を，特にいろ 

いろな形態の税転換との関連で検討する 

ことである。
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2 委員会の第二の課題は，いろいろな夕 

イプの税転換の条件と影響について分析 

することである。

環境税については，現の税ばかりで 

なく新しい税についても検討の対象とす 

る。税転換の条件を検討する際には，環 

境税の課税べ一スの安定性，つまり環境 

税の税収額を重視する。税転換の影響に 

ついては，①税による歪み，②労働供給， 

③雇用，④競争力，⑤構造変化，⑥環境， 

に対する影響の研究が中心となる。

これらの効果については短期的および 

長期的視点から分析を行なうが，特に税 

転換の影響を重点的に分析する。また委 

員会はE U や O E C Dを中心とした国々 

のエネルギー税および環境税の状況につ 

いても検討を行なう。

3 委員会の第三の課題は，上述の検討の 

結果にしたがって環境税重視の税制への 

移行が良いことかどうかの勧告を行なう 

ことである。

委員会の主たる課題は，環境政策にお 

ける経済的手段の効果について検討する 

ことと，税転換政策の効果について検討 

することである。つまり委員会の主たる 

課題はいろいろなタイプの税制改革の経 

済総量への影響だけでなく，①個々の企 

業や家計への影響，特にいろいろなタイ 

プの税制改革に個人がどのように対応す 

るか，②個々の市場への影響（部分均衡 

分析)，③汚染を含めた経済全体への影 

響 （一般均衡分析）といった効果を分析 

することである。

その際，分析は①所得再分配的観点， 

②技術進歩や効率の向上といった動的側 

面，③天然資源への課税といった資源配 

分的側面，に重点をおいて行なわれる。 

以上のことから委員会が検討する「緑の税 

転換」とは，「邪魔になっている」（すなわち 

歪みをもたらしている）税をやめて，その生 

産時および消費時に人間の生活条件や企業の 

生産条件にマイナスの副作用をもたらすよう 

な財およびサービスへの課税に切り替えると 

いうことを意味する。つまり間違った相対価 

格をもたらしている税をやめて，正しい方向 

へ相対価格を直す税に取り替えるということ 

を意味する。

しかも委員会はこれらの税転換の検討をリ 

ヴエニュー•ニュートラル，つまり税収の総 

額が以前と変わらないという条件のもとで行 

なう。具体的には環境税収入の増加でもって， 

「邪魔になっている」労働にかかる税を軽減 

するといったケースについて考える。したが 

って委員会は，税制全体として「最適な」税 

制を検討する訳ではない。

しかし委員会は「緑の税転換」をいろいろ 

な意味で検討する。「一般的な税転換」とは 

環境税収入の増加分でもって労働にかかる税 

を軽減することであり，「選択的な税転換」 

とは環境税収入の増加分をなんらかの部門， 

グループ，ないし経済の特定部門の税負担の 

軽減に使うことである。

I I I 検討の方法 

委員会の検討は，資源配分に関する3 つの
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基本的問題を検討することから始められた。 

すなわち①どのような財およびサービスが生 

産されるべきか？ ②そのような財およびサ 

一ビスがどのようにして生産されるべきか？ 

③そのような財およびサービスが誰のために 

生産されるべきか？ といった資源配分問題 

の検討が，実際のいろいろな市場の失敗を考 

慮にいれながら，市場経済の想定の下で始め 

られた。

また委員会の検討は，資源の量が人間の欲 

望や需要と比べて希少であるという前提の下 

で進められた。ここでいう資源には，人的資 

本や実物資本ばかりでなく，天然資源や環境 

の質といった自然資本も含まれる。そしてそ 

こでは，このような希少な資源は最適に利用 

しようとすると経済的•エコロジー的な条件 

が制約条件となるのであり，このような社会 

の共有財産は持続的に長期的視点に立って利 

用されるべきであると考えられた。

委員会の検討の基本的なフレームワークは， 

資源配分問題を扱う経済理論つまりミクロ経 

済学に基づいている。したがってこのフレー 

ムワークの中では，個々の企業が直面する問 

題も重要であるが，消費者ないし家計の厚生 

が最大関心事である。消費者ないし家計の厚 

生を一義的に定義することは難しいが，理論 

的には私的財の消費（または所得）および天 

然資源，環境の質に依存すると考えられてい 

る。検討は消費のパターンの変化が厚生に与 

える影響について，部分均衡分析と一般均衡 

分析を利用して実証的に行なわれた。しかし 

その分析の中では，環境から得られる利益は 

一部を除いて明示的には（貨幣額表示では）

計算には入れられていないので，その意味で 

は消費者ないし家計の厚生の値は限られたも 

のとなっている。

天然資源は例えばパルプの生産に利用され 

る場合のように直接，効 用 （厚生）を与える 

ことができるが，いくつかの「種」や原生林 

の保存が家計に主観的な価値をもたらすとい 

ったケースのようにそれとは別の形で効用 

(厚生）を与えることもできる。したがって 

資源配分問題は単に消費量だけの問題ではな 

くてもっと幅広い観点から取り扱われなけれ 

ばならない。

社会全体の厚生について考えた時，分配問 

題もまた重要である。しかし厚生の最適な分 

配は理論的にはともかく，実際には厚生がど 

のように社会に分配されるべきかといった主 

観的な見解から独立して決めることができな 

いので，ここでは実証的な分析方法がとられ 

る。

また個人の効用に影響を与えるにもかかわ 

らず価格のつかない財やサービスが沢山ある 

ので，市場が最適な財，サービス，環境の質 

の組合せを決めるのに失敗するケースはいく 

らでもあげることができる。この市場の失敗 

の存在こそが規制や経済的手段という形で介 

入することを正当化する。スウェーデンの環 

境規制および環境税は正にこのような考え方 

つまり規制のない市場経済は最適な資源の配 

分を実現することができないという考えに基 

づいて行なわれている。しかしこのことは， 

スウェーデンの企業が次第に環境問題に関心 

を持ち始め，したがって環境の質の将来の動 

向に責任をもち始めたということと矛盾する
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ものではない。 ノベ'一され得る0

この委員会の検討方法は，同じように環境 

問題を検討する他の委員会の方法と基本的に 

は異なるものではない。このことは例えばス 

ウエーデンの環境税検討委員会や資源勘定検 

討委員会等についてはもちろん，最近のノル 

ウエーの税転換検討委員会についてもあては 

まる。それらのうち例えば資源勘定検討委員 

会は環境というものを共有財産の1 つと捉え 

て，そのような共有財産の総額と動向を調べ 

られる体系的な情報システムの発展に力を注 

いでいる。そして資源勘定検討委員会は，伝 

統的な国民所得勘定を天然資源の使用と環境 

の質の変化でもって補正して表すような資源 

勘定システムを提案している。したがってこ 

の資源勘定検討委員会の検討結果は，ある種 

の税転換が各経済部門の排出量へどのような 

影響をもたらすかを計算する際に，この報告 

書でも利用されている。

この委員会は理論モデルを実証的にも正当 

化するために計量経済モデルといわゆる一般 

均衡計算モデルを利用している。これらの方 

法の長短はいろいろな文献で検討されている 

が，そもそも社会科学にはいろいろな関係に 

ついて，自然科学におけるよりも大きな不確 

実性がある。実証分析はいろいろな変化につ 

いての情報を与えてくれるかもしれないが， 

それによって予測をしてもいけないし，する 

こともできない。地図が方向についての有益 

な情報を与えてくれるように，実証分析は経 

済が税転換によってどのような影響を受ける 

のかということについての情報を与えてくれ 

る。この種の情報の問題点は様々な方法で力

I V 検討の結果

委員会の実証的かつ理論的分析の結果は以

下の通りである。

■ スウヱ一テンの環境の質は過去20年間に 

わたっていくつかの分野で改善されてきた。

しかしスウエーデンにはまだ大きな環境 

問題か山積している。

■ 環境問題は往々にして市場の失敗と関係 

している。

■ 環境政策の問題はいずれの社会もが直面 

する基本的な資源配分問題と考えられるべ 

きである。環境政策の目標レベルが決まっ 

たら，環境の質の改善をめざす政策のコス 

トと便益，ないし政策目標について検討す 

ることは有益である。実際問題として政策 

目標は政策決定の出発点である。いかなる 

条件のもとにおいても，環境についての目 

標が決まったらもっともコスト的に効率的 

な方法で達成されなければならない。

■ スウニーデンの環境政策は国際的な動き， 

特に地球環境問題の動きに大きな影響をう 

けている。他の国でもっと高いレベルの環 

境政策が追求されるならば，スエ一デンで 

ももっと高いレベルの環境政策が追求され 

るであろう。

■ 経済的手段は環境への負荷を軽減させる 

1 つの効率的な手段である。しかしそれぞ 

れの政策手段がそれぞれの特性をもってい 

るならばケ一ス• バイ•ケ一スでべストな 

政策手段が選ばれなければならない。
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■ 様々な方法と様々なアプローチによって 地等に依存する。消費に使用される部分に

環境の価値を評価したとしても，大部分の 

人達が環境の質の改善にプラスの評価を与 

え，しかもこの社会経済的なプラス項目が 

たくさんの実証研究の中で確認されている。 

I 環境のもたらす便益についての研究から 

の控えめな結論は，大規模な環境問題や生 

活に直接影響を与える環境問題を解決する 

ために支払っても良いとする自発的な支払 

い意志は，生活に間接的にしか影響を与え 

ない環境問題の解決への支払い意志と比べ 

て強いということである。

I 森林，魚，鉄鉱石等のような天然資源の 

利用をどのように管理するとベストに管理 

できるかという点については様々な見解が 

ある。ある見解では市場経済において自由 

な価格形成が保障されると天然資源の最適 

な利用がもたらされるとされ，また別の見 

解では価格形成に介入すベき根拠があるの 

で何らかの規制が行なわれるべきであると 

されている。天然資源への課税は，例えば 

資源の採掘や利用が外部不経済（マイナス 

の副作用）をもたらす場合，あるいは財政 

上の必要がある場合に正当化される。前者 

の例としては事実上化石燃料に課せられて 

いる（：0 2税があり，後者の例としては最 

近導入が決まった水力発電所に対する不動 

産税がある。

I 実証分析によると，環境税の変更は家計 

や企業，そして環境の質に影響を与える。 

例えば (：0 2税を 2 倍に引き上げるとそれ 

ぞれの家計に様々な影響を与える。影響の 

度合いは家計の所得水準，子供の数，居住

増税されると低所得の家計が所得の高い家 

よりも相対的に重い負担を負う。

■ 実証分析によると，（：0 2税が 2 倍に引き 

上げられるとそれぞれの企業や部門に様々 

な影響を与える。影響の度合いは主に実施 

時のコスト構造に依存する。例えばセメン 

ト，パルプ，紙および一部の鉱業が現在で 

も相対的に多くの化石燃料を使用している。

■ 競争力という概念は多義にわたっていて， 

正確に定義することは難しい。特に経済全 

体について競争力という場合には難しい。

また意欲的な環境政策が競争能力を改善す 

るかどうかについても明確な解答はでてい 

ない。一般には環境規制が厳しくなった時 

に企業がさらに収益を高めたというケース 

は余りないと言われている。しかし他方で 

はいくつかの企業が環境規制が厳しくなっ 

た時に収益をさらに高めたという反例も文 

献に現われている。

■ もっとも社会の邪魔になっている（歪み 

をもたらしている）税を軽減するために環 

境税収入を使うならば，緑の税転換によっ 

て社会の資源はさらに有効に利用されるで 

あろう。しかし経済理論の教えるところに 

よれば，邪魔になっている（歪みをもたら 

している）税，例えば企業主負担金を，軽 

減するために同額だけ環境税を引き上げる 

ならば，大抵の場合，環境についての利益 

を除くと，何ら新たな厚生上の利益は得ら 

れない。このことは一般に，税変換につい 

ての厚生分析をする場合にはそのコストを 

無視することができないということを意味
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している。

I 課税ベースはお互いに独立的ではない。 

ある税を引き上げるとその税と直接関係の 

ない課税べ一スからの税収が減少してしま 

うといったことが起こり得る。この事実は 

環境税を引き上げて税転換を行なっても， 

環境についての利益以外の利益をもたらさ 

ないかもしれないということを明らかにす 

る。また時には減ってしまった税収を他の 

税で取り戻さなければならなくなるが，そ 

れは正に税転換のコストである。

I 今までは新たに税を導入するという前提 

の下で議論を進めてきたが， もしそのよう 

な税がすでに導入されてしまっているとし 

たら，話はもっと込み入ったものとなる。 

そのような場合にはそれぞれの税の課税べ 

ースの相互作用について検討されなければ 

ならない。 もしすでに現存する税について 

引き上げとそれに見合った引き下げが行な 

われるならば，環境についての利益以外の 

厚生上の利益が得られる確率は低くなるで 

あろう。

I 労働に対する課税は，その他の経済政策 

のことを考慮に入れると，スウェーデンで 

失業が増えたことに対する決定的要因にな 

っているとは言い難い。一般的な税転換は 

数値例で見た限りでは失業の増加をもたら 

したとは言えない。サービス部門に対する 

選択的な税転換（サービス部門の労働に対す 

る課税の軽減）は少なくとも短期で見る限 

り雇用を増やす傾向がある。

I c o 2税を引き上げる代わりに企業主負担 

金 （労働に対する課税）を引き下げるとい

ったリヴェニュ一 .ニュ一トフルの税転換 

が家計にもたらす実質所得の減少という意 

味での厚生上の損失（ウェルフェア.ロス） 

は，経済が相互関係をもつ無数の市場と主 

体から成り立っているという事実を考慮に 

入れた一般均衡計算モデルの助けを得て求 

めることができる。この一般均衡モデルに 

おいては生産構造と消費構造について詳細 

な分析が行なわれ，いろいろな次元で税転 

換の効果が明らかにされ得る。一般均衡モ 

デルによる分析によると，税転換によって 

家計にもたらされる厚生上の損失は家計の 

タイプによって異なる。

■  (：0 2税を引き上げる代わりに企業主負担 

金 （労働に対する課税）を引き下げるとい 

ったリヴヱニュ 一•ニュ一トフルの税転換 

が企業にもたらす効果は，企業のコスト構 

造によって異なる。例えば医薬品産業や通 

信産業はもっとも大きな恩恵を受け，パル 

プ • 紙産業，運輸，卸•小売業等はかなり 

不利な負担を負わされる可能性が強い。

■  (302税を 2 倍に引き上げたことによる 

C 0 2の排出量の削減効果は，実証分析によ 

ってかなり幅がある。それによると，削減 

予想量は50,000〜 1,000,000トンであり， 

スウヱ一デンの総排出量の約0 .1〜1 .7% に 

相当する。その小さいの方の数字はすべて 

の経済主体が相互作用を及ぼしあうことを 

想定した一般均衡分析によって得られたも 

のであり，大きい方の数字は各部門の排出 

量の予想削減額（部分均衡分析）を合計す 

ることによって得られたものである。

■ 特定の方向性をもたせた税交換が，ただ
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企業主負担金（労働に対する課税）を全般 

的に軽減するだけの税交換よりも雇用に良 

い効果をもっていることが分かった。もち 

ろんのことながら，税を変化させた時の効 

果はどのタイプの税を変化させるかによっ 

て異なる。しかし例えばサービス部門の労 

働に対する税だけの軽減を行なう選択的な 

税交換のもつ実務的問題点は，広い意味で 

の社会経済効果と同じように検討されなけ 

ればならない。

■ 結果は労働市場の仮定によっていろいろ 

異なる。もし賃金が余りにも高い水準に固 

定されているために失業が生じており（い 

わゅる古典的失業)，また企業主負担金（労 

働に対する課税）の引き下げが完全に労働 

コストの引き下げに結びつくならば，環境 

についての利益を除いた厚生上の利益はず 

っと大きくなるであろう。

■ 一般均衡モデルは，影響がプラスであれ 

マイナスであれ，革新という形で現われる 

動学的な効果（例えば税転換が革新に及ぼす 

効果）についても，新しい均衡への調整コ 

ストについても扱っていない。

■ 同じようなモデルが他の国でも使われて 

いる。それらの実証的な文献を見ても，こ 

こで得られたのと同じような結論が得られ 

ている。すなわち環境税と労働に対する課 

税の間での一般的な税交換から得られるニ 

重配当の可能性は余り大きくない。しかし 

この結論は，労働市場についての仮定と環 

境の改善をどれ位高く評価するかにかかっ 

ている。

■ スウェーデンの自然保護協会が，ある程

度一般均衡モデルを使って原則的なプラン 

としてではあるが，積極的に税転換を提案 

している。しかしエネルギー税を上げて同 

額だけ企業主負担金を下げるという協会の 

提案については，モデルを見る限り，大き 

な二重配当があるとする楽天的根拠を見い 

だすことはできない。

■ 地方政府レベルでの税転換については， 

行政上 • 法律上 • 経済上の問題があって， 

むずかしい問題である。

■ 現行のスウェーデンのエネルギー税制は 

非常に複雑な上に難解で，中には課税目的 

に合致しないものもある。したがってこれ 

らの理由も含めてエネルギー税制は見直さ 

れるべきである。

■ 委員会は新しいエネルギー課税のモデル 

を開発している。モデルの目的は一連の基 

本原則にしたがって新しいエネルギ一課税 

制度を構築することにある。

■ 新しいモデルでは，暖房用のすべての燃 

料は c o 2税，エネルギー税，硫黄税が課 

せられる。またモーターエンジン用の燃料 

もそれらの税が課せられた上に，交通.環 

境税が課せられる。

■ モデルでは3 つの主要な原則の変更が行 

なわれた。まず第一にエネルギー税がエネ 

ルギ一の内容に比例するように改められた。 

第二に産業用• 地域暖房用•電力生産用燃 

料および電力に対する課税が1 つにまとめ 

られた。第三にガソリンとディーゼルに対 

する課税が対等になった。

■ エネルギー課税の新しいモデルについて 

は，将来のスウェ一ア、ンのエネルギ一課税
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制度をつくるための基礎として今後も検討

が加えられ，ここでは正式の提案はなされ

ていない。

V 委員会からの提案

スウェ'一テンの税制を再構築していくフロ 

セスの中で，経済的手段をもっと利用する方 

向で採られた措置は，たくさんの領域で環境 

の改善をもたらした。スウェーデンはこのよ 

うな方向での再構築を続けていくべきである。

1 . スウヱ一デンの国際社会における積極的 

な役割

スウヱ一デンは地球環境問題においても地 

域環境問題においても，それらと戦うための 

国際的な努力において積極的な役割を追求す 

べきである。スウヱ一デンで環境税がさらに 

前に進められるためにどうしても欠くことの 

できない条件は，他の国が同じような政策を 

とることである。各国間での協調行動が望ま 

しい。回復可能なエネルギーの利用を助ける 

ような研究開発に援助が与えられるべきであ 

る。

スウューデンは，経済的手段が環境を改善 

し雇用を増やし得るということを示すことに 

よって，環境政策において国際的に積極的な 

役割を演じてきた。そのような願望はE U 諸 

国以外においても受け容れられ始めてきてい 

る。

スウェーデンはさらに環境の改善を促進す 

るためにE U 加盟国としての権利を積極的に 

活用すべきである。E U には共通の気候政策

と長期エネルキ一政策があるが，スウヱ1一テ 

ンは1997年中に排出削減の予定表と排出目標 

を詳細に決めた条約の締結を促進すベきであ 

る。温室効果ガスの削減は公平かつコスト効 

率的な方法で割り当てられるべきである。

環境分野での北欧協力は促進されるべきで 

ある。こうした努力の中では特に非公式な協 

力が重要である。最近認められた北欧の環境 

戦略は，1997年の国連の特別部会の準備と地 

球規模の会合の展開についての密接な協力の 

必要性を重視している。

さらに東欧諸国やバルト海沿岸諸国との協 

力も戦略的に重要である。これらの国の環境 

の改善はスウヱ一デンの環境技術投資によっ 

て顕著である。現在バルト海沿岸諸国では， 

環境に合ったエネルキ一_ システムの構築と 

二酸化炭素の排出量の持続的な削減にむけて 

努力が行なわれている。

スウェーデンが国際的に積極的な役割を演 

じ続けるためには，国内的に良い結果を示せ 

ることが必要である。しかしもしスウヱ一デ 

ンが国内の排出量を削減できる方法をとった 

としても，環境政策に前向きでない国で排出 

量が増えるとしたら，スウヱ一デンの願望は 

達成されないであろう。

2 . 成長と所得分配に対する影響

環境税を引き上げ，それと同額だけ他の税 

を引き下げる税転換について考える場合，そ 

れらが投資と成長に及ぼす影響だけでなく， 

所得分配に及ぼす影響についても考えなけれ 

ばならない。望ましくない変化が現われた場 

合にはそれを妨げる措置がとられなければな
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らない。これは，負の所得分配効果を補償す 

るような減税を目指すことによってなされ得 

る。

3 . 地域への影響 

環境税を新たに導入したり変えたりする場 

合には，それが地域によってどのような異な 

った影響を及ぼすのかについて検討する必要 

がある。

4 . 特定財源にはすべきでない 

環境税ないしその他の税で得られた税収は， 

一般に特定財源化されるべきでない。財源は 

効用の高い順に使われるべきである。

5 . エ ネ ル ギ ー 税 • 限りある資源•排出と労 

働に対する課税の間の税転換

エネルギー税や環境税を引き上げたとして 

もそれを一般的に行なうと労働に対する課税 

の水準をそれほど引き下げることができない 

ので，ある種の選択的な労働に対する減税が 

検討されるべきである。さらに失業が減るこ 

とによる正の所得分配効果も少なからず考慮 

に入れて，雇用を増やす可能性の高い減税に 

優先権が与えられるべきである。

6 . 提案実施のタイミング

環境税の増税は所得分配に対してだけでな 

く，さまざまな部門や企業の国際競争力に影 

響を与える。構造変化に与える全体的な影響 

が重要である。このことはどのようにして税 

転換が行なわれるべきかということに影響を 

与える。

労働に対する減税は企業主の労働コストを 

引き下げ，雇用の増加をもたらすであろう。 

どれ位雇用が増えるかということは減税分が 

どのような割合で労使の間に分けられるかと 

いうことに依存する。換言すればそれは賃金 

形成の構造に依存する。

スウェーデン国民の積極的な環境政策に対 

する強い支持は，弱められてはならない前向 

きの力である。しかし税転換がある時期にい 

くつかの部門や地域に失業の増加をもたらし 

たり，家計に深刻な厚生上の損失（ウュルフ 

ェア ■ ロス） をもたらしたりする場合には， 

そうした支持は弱まるであろう。

したがって変化は少しずつ段階をおって導 

入されるべきである。家計や企業には変化に 

調整していけるだけの時間が与えられるべき 

である。所得分配の観点からは，潜在的な厚 

生上の損失は許容範囲内であることが重要で 

A る。いくつかのケースではそのような厚生 

上の損失は軽減することが可能である。

変化には，企業や家計が敢えて将来に投資 

をすると考え得るような幅広い支持と持続可 

能性が必要である。

1990〜91年の税制改革の教訓は，大きな根 

本からの変化はある一時点において遂行すベ 

きであるということである。労働に対する課 

税から環境税への転換についても同じことが 

言えるかもしれない。1990〜91年の税制改革 

においては，かなりの年月にわたって議論を 

し準備をしてきた。大規模な，労働に対する 

課税から環境税への転換についても同じよう 

な準備作業が必要であるというのが委員会の 

見解である。
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7 . エネルギー課税

■ 炭素税は，現行と同じく，炭素含有量に 

比例的に課せられるべきである。

■ エネルキ一税はエネルキー童に比例的に 

課せられるように，再編成されるべきであ 

る。生物燃料の使用の促進にも配慮される 

べきである。

■ 硫黄税は，現行と同じく，硫黄含有量に 

比例的(こ課せられるべきである。

■ 交通 • 環境税は，自動車交通がもたらす 

環境への影響や外部コストを考慮に入れる 

ために，燃料によって税率が異なることが 

認められるべきである。

■ 付加価値税は引き続いて，価格や物品税 

を含めて課せられるべきである。

産業のエネルギー •コストについては，安 

定的でありかつ先が読めることが望ましい。 

エネルギー税は，競争の厳しい部門で低く， 

競争の少ない部門で高いのが望ましい。エネ 

ルギー課税制度としては，減免税のないのが 

望ましいが，特にエネルギー集約産業に減免 

税が必要である。 またエネルギーのより効率 

的使用を目指す企業を減免税にすることも合 

理的である。

8 . 環境的側面からの税転換の推進 

経済的手段は環境の脅威を取り除くのに有

効であることが示されつつある。過去10年間 

スウェーデンではますます環境税が使用され 

るようになったが，それは重要な環境目標を 

達成するのに貢献した。この傾向は続いてい 

る。

委員会が税転換に積極的な理由は，そのよ 

うな税転換が税制をさらに環境的視点で統一 

されたものにするための有効な手段であると 

信じているからである。さらに委員会の判断 

では，他の国々も同じ方向に進んでいる。こ 

のことはスウヱ一デンがさらに税制改革を成 

功させるのにもっとも重要なことである。

変更があるかもしれない税の例として，エ 

ネルギー関連税のほか農薬や天然の砂利に対 

する課税をあげることができる。窒素酸化物 

課徴金も税にかえられるかもしれない。その 

場合税収がふえるであろう。

原子力発電施設で生産された電気に課せら 

れている税は，今のところうまく管理されて 

いる。電力市場が現イ亍のように機能している 

ならば，その代わりにウラニウムに税を課し 

た方がよいかもしれない。というのは少なく 

とも理論的には，そのような税は同じ程度に 

はエネルギー集約産業にかからないであろう 

からである。

硫黄税については，セメント，石灰，非金 

属鉱業生産物部門で使用されている燃料につ 

いて若干の控除が認められている。またパル 

プや紙産業で使われている燃料についても， 

同様の控除が認められている。しかしこれら 

の税の軽減は廃止されるかもしれない。

泥炭は国内産の燃料である。したがって泥 

炭は石油や石炭に対して競争力をもつことが 

望ましい。同時に泥炭は生物燃料として有利 

な使用が認められなければならない。

環境の観点からいえば，ガソリンとディ一 

ゼルへの課税が著しく違っていなければなら 

ない理由はない。委員会の運輸についての提
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案はその見解と同じで，乗り物税としてはデ 

イーゼル車についてもガソリン車についても 

同じでなければならない。

9 . 分析と考察の継続の必要性

この委員会と並行していくつかの他の委員 

会も機能しており，それらの提案は将来のプ 

ロセスの中で検討されなければならない。

現在の廃棄物処理を改善する努力は廃棄物 

を効率的に処理することに力を注ぐあまり， 

廃棄物の発生源や内容については問題とはし 

ていない。委員会は今や，努力を廃棄物の発 

生に向けるべきであり，物の生産について揺 

りかごから墓場まで見守る視点をもつように 

すべきであると考えている。

分別によるリサイクリングを進めることは 

大切であり，スウニーデン市民の間にも浸透 

しつつある。このような動きは，環境的に健 

全な廃棄物管理に対する可能性とさらなるイ 

ンセンテイブを作り出すことを通じて，育て 

られるべきである。持続可能な方法でリサイ 

クリングをしたり廃棄物を処理したりするこ 

とは，前の時代を生きる世代がどうしてもや 

らなければならない仕事である。今日の大き 

な課題はこのような廃棄物管理へのアプロー 

チを，現在の世代の生活と矛盾しない方法で 

挑戦することである。このプロセスにおいて 

経済的手段が利用されるべきである。

廃棄物税検討委員会によって1998年から廃 

棄物税を導入することが提案されているが， 

経済的手段が持続的な廃棄物処理を促進する 

ためにどのように使われ得るかといったこと 

についてさらに研究が必要である。そのよう

な研究は1997年に既にはじまっているかもし 

れない。

委員会は天然資源に対する課税の効果につ 

いてそれほど研究していない。このような課 

題が残っている。

委員会は労働に対する選択的な減税を推薦 

しているが，どのような減税が雇用を増やす 

のにもっとも有効かといったことも，さらに 

検討する必要がある。委員会はサービス部門 

の労働に対する減税について研究中であるが， 

有益な提言を生み出せるかもしれない。

税転換が例えば人口過疎地域の人々• グル 

— プにどのように影響をあたえるのかといっ 

た点について検討することは重要である。

スウヱ一デンの将来のエネルギー供給構造 

が決められた後で，詳細な新エネルギー• シ 

ステムの姿が決められなければならない。エ 

ネルギー集約産業の取り扱いを含めた新しい 

原則がエネルギー課税制度の検討の時に使わ 

れるかもしれない。さらにこれらの検討の時 

に，スウェーデンの産業に対する累進的な環 

境政策のプラスの影響がおおきな役割を演じ 

るかもしれない。

委員会は経済政策決定の際に国会や政府に， 

環境の改善と雇用の増加をめざした環境税• 

エネルギー税の増税と労働に対する減税への 

追加措置を慎重に検討するように提言してい 

る。委員会はたくさんの可能性について検討 

してきた。委員会は，ここ15年間での税転換 

実現の可能性は少なくとも1980年代や1990年 

代に実施されてきた税制改革と同じほど高い 

とイ言じている。

スウヱ一デンで不可欠の条件は，例えばこ
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こ20〜30年の間に大きなエコロジー的な転換 

が浸透し，より持続的な社会へ進むことが可 

能になるということである。スウヱ一デンは 

活気に満ちた民主主義，高い知識•意識をも 

った市民のみならず積極的な環境政策のすば 

らしい経験をもっている。アジヱンダ21のプ 

ロセスの継続は約束されている。地方政府， 

企業，政府機関，市民の間で，スウェーデン 

を持続可能な社会にする必要性についての意 

識を形作ってきた。

(経済学部教授）
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